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NDB をはじめとする医療ビッグデータを利活用できる人材の裾野を広げるための研究 

研究分担者 山名隼人 自治医科大学データサイエンスセンター  

研究要旨：令和 4年度までに当センターで開発した医療ビッグデータハンドリング教育プ

ログラムは、臨床疫学研究を実施できる人材を育成することを目的とし主に臨床医を対象

としていた。一方、今後は様々な利活用者が医療ビッグデータを分析し、地域医療分析や

医療政策などにも活用することが求められている。そこで、既存の教育プログラムの継続

によりエビデンス創出を続けることに加え、自治体職員など様々な利活用者と目的に合わ

せたプログラムの改良点を検討し、今後求められる新規データの検討と更なる利活用のた

めの基盤強化を実施した。このことにより、医療ビッグデータを利活用できる人材の裾野

を広げることに貢献した。 

 

Ａ．研究目的 

近年では医療ビッグデータを利用した研究

が増加しており、臨床判断や医療政策策定

に必要なエビデンスの創出に大きな役割を

占めている。医療ビッグデータを利用した

研究を行うためには通常の臨床データを用

いた臨床研究に必要な臨床の知識・臨床研

究の知識に加えて、データベースハンドリ

ング・統計学等の知識や技術を要する。我々

は平成 29-30 年度、平成 31-令和２年度お

よび令和 3-4 年度厚生労働科学研究におい

て、医療ビッグデータを利用した研究を行

う際に必要なデータハンドリング技術およ

び統計解析の習得を目指す教育プログラム

を開発し、臨床医を中心に多くの対象者に

提供してきた。また、自治体から協力を得

て平成 31 年までのレセプトデータを収集

し活用してきた。県レベルの医療・介護ビ

ッグデータに教育プログラムを適用するこ

とにより、主に臨床疫学研究の発表を通し

てエビデンスを創出してきた。 

一方、医療ビッグデータを利活用する目的

は臨床疫学研究に限定されず、今後は地域

医療分析や政策への活用も期待されている。

このため、既存の教育プログラムを様々な

利用者と目的に合わせ更に改良することが

求められている。また、新型コロナウイル

ス感染症の影響を含め最新のエビデンスを

創出するためには、入手可能な直近のデー

タについて検討することが必要である。 
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そこで本研究では、これまでに開発した医

療ビッグデータ活用のための教育プログラ

ムを継続して実施することで更なるエビデ

ンス創出を図ることに加え、様々な利活用

者と目的に合わせて教育プログラムの改良

点を探るとともに、今後の利活用を見据え

て新規データの検討と更なる利活用のため

の基盤構築を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

①自治医科大学データサイエンスセンター

において既存のデータと教育プログラムを

若手臨床医を中心とした研究者に引き続き

提供することで、医療ビッグデータを用い

た臨床疫学研究を更に発展させる。 

②医療ビッグデータを利用した研究を行っ

ている研究者や大学院生に加えて、他大学

の研究者や自治体職員等と意見交換を行い、

医療・介護データで実施可能な分析につい

て整理する。 

③既存のビッグデータハンドリング教育プ

ログラムのうち、改良が期待される内容に

ついてヒアリングを行い、継続して重視す

べき項目や、追加・修正が必要な事項につ

いて検討する。 

④利活用者のニーズを踏まえ、今後取得を

目指すデータについて検討し、利活用を更

に進めるために必要なインフラ面の強化を

検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

①臨床疫学研究 

教育プログラムを自治医科大学データサイ

エンスセンターにおいて大学院生、客員研

究員および共同研究者に提供した。複数の

研究者により研究計画の立案から論文発表

までが行われた。各研究の報告状況は「G. 
研究発表」に示すとおりである。 

 

②実施可能な分析 

自治医科大学データサイエンスセンターの

特色である、県単位の医療レセプトデータ

（国民健康保険・後期高齢者医療制度）、介

護レセプトデータおよび特定健診のデータ

が個人単位で連結されている点を踏まえて

幅広い利活用者の希望を募ったところ、実

現可能な分析は下記のパターンに整理され

た。 

(1) 医療レセプトデータを中心として介護

データを追加する分析 

・高齢者を対象とした縦断研究 

・要介護度をアウトカムや調整変数に加え

る研究 

・急性期から回復期にかけての時系列に沿

った研究 

(2) 介護サービスの分析 

・サービスの効果を分析する研究 

・特定の疾患を持つ患者が受けているサー

ビスの記述研究 

(3) 国民健康保険の集団を対象とした分析 

・特定健診を契機とした縦断研究 

・小児を対象とした研究 

(4) 地域医療分析 

・居住地による医療提供体制の差 
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・医療圏をまたぐ入院や救急搬送の実態 

・病床数や医療計画の検討 

 

③教育プログラムの追加・修正 

既存の教育プログラムのうち、幅広く利活

用可能であり、引き続き重視すべきコンテ

ンツは下記(1)-(5)のとおり整理された。 

(1) データ構造の理解 

・レセプトデータ等の種類と仕様 

・データ抽出のためのコード等 

(2) 研究デザインの検討 

・クリニカルクエスチョン（CQ）からリサ

ーチクエスチョン（RQ）への作り変え 

・FINERによる RQ の評価 

・文献検索 

・抽出変数の定義と抽出計画の策定 

(3) SQL によるデータの切り出し 

・複数のテーブルから情報を抽出する 

・解析用テーブルに加工する 

(4) Rによる統計解析 

・データの成型 

・各変数の集計及び可視化 

・検定、回帰分析 

(5) 論文執筆 

・論文の構造の理解 

・データの適切な解釈 

また利用者へのヒアリングからは、系統的

学習（データに関する説明資料、講義動画、

ダミーデータ等）に加えて、解析に慣れて

いない初学者を中心に、個別指導をより重

視するニーズが明らかになった。更に下記

(6)(7)が要望として挙げられた。 

(6) 様々な解析ソフトウェアの活用 

Stata, SPSS, TreeAge, ArcGIS等、利用者に

応じて様々なソフトウェアを使用するニー

ズがあることが明らかになった。特に統計

解析ソフトウェアについてはグラフィカル

ユーザインターフェースを希望する利活用

者が多かったことから、Rに加えて Stata を

用いた統計解析の支援を導入した。 

(7) データ可視化のためのビジネスインテ

リジェンス(BI)ツールの活用 

自治体職員を中心として、BI ツールを用い

た可視化の希望が挙げられた。Tableau を

導入し分析を行うとともに、BI ツールに利

用できる汎用的な中間テーブルを作成する

こととした。 

 

④今後利活用を進めるデータ 

既存の医療・介護レセプトデータは利点も

多いが、以下の点が限界として挙げられた。 

・利用可能なデータが平成 31年までと限定

される 

・患者の臨床的な情報が不足している 

・病床数など、施設の情報が不足している 

そこで、今後利活用を進めるデータとして

下記を設定し、自治体の協力を得て研究を

進めていく方針とした。 

・新型コロナウイルス感染症の情報を含む

最新年度のレセプトデータ 

・KDBシステムから抽出した要介護認定情

報などのデータ 

・DPC データ 

・病床機能報告制度 
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加えて、自治医科大学と東京大学を中心と

して多施設で相互に利活用者が増加してい

ることを踏まえ、セキュアな環境を確保し

た上で相互にデータにアクセスするための

VPN アクセスを導入した。 

 

（倫理面への配慮） 

倫理的な問題はない。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、医療ビッグデータを利活用で

きる人材の裾野を広げるにあたり、研究者

や大学院生に加えて自治体職員等とも意見

交換を行い、既存の教育プログラムの改良

を図るとともに、更なる利活用のための検

討を行った。 

当センターで行う研究の研究計画の立案に

際しては、分担者が個別に各研究者や大学

院生に対して直接指導を行っている。加え

て、令和 4 年度までにこれらの指導内容を

体系化した教育プログラムを開発し、研究

者や大学院生に提供してきた。これらの教

育プログラムとレセプトデータを用いた研

究の実践を通して、臨床領域では多数の学

会発表や論文執筆につながった。しかし、

今後は地域医療分析や医療政策の立案など、

様々な目的でビッグデータを利活用するこ

とが求められている。 

本研究では、増加する新たなニーズに合わ

せて利活用者から意見を集めることで、ビ

ッグデータを用いて実現可能な分析につい

て整理するとともに、既存の教育プログラ

ムのうち継続して重視すべき内容や、改良

が必要な点について明らかにした。研究デ

ザインの検討や統計解析など、系統的な教

育プログラムの有効性が評価された一方、

個別指導をより重視する声も聞かれた。ま

た、様々なソフトウェアや BI ツールの利活

用も、利活用者の裾野を広げる上で重要で

あることが明らかになった。 

本研究では、当センターにおいてデータと

研究の機会を臨床医を中心とした若手研究

者に引き続き提供することで、多数のエビ

デンスを持続的に創出した。このことは一

連の教育プログラムの有効性を示している

と考えられる。一方で、新たに様々なバッ

クグランドを持つ利活用者を迎え入れ、デ

ータの種類を増やし、求める分析内容に対

応した教育プログラムを作成することが必

要であり、この点は今後の課題としたい。

引き続き教育プログラムに更なる改良を加

え、より多くの利活用者へ提供していく予

定である。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、医療ビッグデータ活用のため

の教育プログラムを継続して実施すること

で、多数のエビデンス創出に貢献した。ま

た、様々な利活用者と目的に合わせて教育

プログラムの改良を検討し、今後求められ

る新規データの検討と更なる利活用のため

の基盤強化を実施した。本研究により、医

療ビッグデータを利活用できる人材の裾野

を広げることに貢献したと考えられる。 
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